
電話

(第 3

(第 1

(第 3

24 ～ 年度

④＝②×③ 1,800 0 0 0

　総　事　業　費 ①＋④ 50,793 0 0 0

人  件  費
（概算）

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

① 合　計 48,993 0 0 0

② 人　数（年間） 0.20

 地方債 36,800
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 12,193

【３ 費用の予定額 】 （単位：千円）

【事業費の推移】 22年度予定額 23年度予定額
24年度以降の予定額

毎年度（参考値）

手
　
　
段

※ 市が行う事務事業の具体的な実施内容（補助等の場合は、団体の活動内容）

平成22年度

・団地住民センターファミリーホールの耐震化
・外壁改修
・オストメイト対応トイレへの改修
・内部の改修（ホール等壁紙張替等）

平成23年度

平成24年度
以　　　降

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

団地住民センター利用者等

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　団地住民センターの耐震化や改修を実施することにより、災害時の収容避難所としての機
能や利用者の安全を確保し、安心して快適で利用しやすい施設をつくり、市民の地域連帯感
を醸成する。

【２ 計　画 】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） コミュニティ

施策） 施設の整備

　北広島団地住民センターの耐震診断において、ファミリーホール部の強度不足判定を受けたため、耐震化工事を実
施する。
合わせて、外壁等の改修やオストメイト対応トイレの改修を実施する。

事務事業開始年度 H２２
根拠法令等 北広島地区住民センター条例

〃  終了予定年度 H２２

別紙 ５　　　　平成２１年度 事務事業評価調書（新規用）
北広島市

整理番号 ６ 事務事業名 北広島団地住民センター耐震化等改修事業 作成部署 市民部 内線696

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 安富正史 課長職名 広吉正則 作成日 平成21年12月7日

【１ 事務事業の概要 】 



単位

①

②

③

④

①

②

③

評点

□ ■

■

□

□

■

□

□

総　合　判　定 説　　　　　明　（内部評価委員会の意見）

　実施する
　耐震化等工事については、利用者が安全に安心して利用できることが必要であることか
ら実施する。

　再検討（見送り）

　実施しない

【事業担当部局による説明】
　耐震化等の改修工事については、利用者の安全に係る部分であり、優先的に実施しなけ
ればならないと考える。

【６ 総合判定と説明 】

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどなく、市で実施していく。

民間等での実施または市民等との協働が可能であり、検討していく。

民間等で実施または協働して取り組んでいく。

評点区分 　　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

-
　団地住民センターは行政財産であり、市が改修などを
実施することとなるため、受益者負担の考え方には馴染
まない。

緊
急
性

・すぐに実施する必要があるか
　（緊急度合）
・熟度は高まっているか

4
　団地住民センターは収容避難所としての機能も有して
いるため、早急に対策を講じる必要がある。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

4
　災害時の収容避難所としての機能や利用者の安全が確
保されるとともに、安心して快適で利用しやすい施設と
なり、市民の地域連帯感を醸成することができる。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

4
　公共施設の基本である「安全で安心な施設」として
は、効果が十分得られる。

【５ 評　価 】

チ ェ ッ ク 項 目 選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

4
　耐震診断において、ファミリーホール部の強度不足判
定を受けたため、施設の安全対策として必要工事であ
る。

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

活 動
指 標

基 本
指 標

指　　　標　　　名 22年度目標 23年度目標 24年度目標 最終目標

整理番号 ６【４ 指　標 】

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値


